
一時的な保育を必要とする児童への保育を確保すると共に、保護者の精神的、肉
施策目的・

(2)目的 の連携を強化するとともに、各団体間の連携を促進します。また、父親の育児参加の促進や地域に根ざした 事業目的 体的負担を軽減し、健全な子育て環境を維持する。
展開方向

子育て支援事業の充実、市民への啓発、子育てサークルなどによる自主的な活動の促進など、家庭で孤立し
一時預かり事業（一般型）は生後６ヶ月以上で、家庭で保育することが一時的に困難となった乳幼児につい 〇　実施保育園
て、一時的に預かり、保育を行う。市内８か所の保育園（つくし野、恵愛、柏鳳、天王台双葉、川村学園女 　・　公立：つくし野保育園
子大学附属、アンジェリカ、禮和、ぽけっとランドあびこ）で実施する。 当該年度 　・　私立：恵愛保育園/柏鳳保育園/天王台双葉保育園/川村学園女子大学附属保育園/アンジェリカ保育
平成１７年度５月から、国の特別保育事業の要綱の趣旨に基づき、各保育園が自主的に運営を行っていたが 執行計画 　　　　　　園/禮和保育園/ぽけっとランドあびこ保育園

(3)事業内容 内　　容 、平成２１年４月から、第二種社会福祉事業と位置づけられ、事業を行う際は届出が必要となった。 　　　　　（新設）：ななほ保育園/ミルキーホーム天王台園
平成２４年１２月から、私立の実施園では市内在住者を優先的に受入れつつ、市外在住者の利用希望にも対 　・認定こども園：布佐宝保育園
応している。公立つくし野保育園は、市内在住者に限定している。 利用者数（年） 想定値 4,500当該年度
平成２６年９月より、市のホームページ上で各園の利用状況の公開を開始した。 単位 人

活動結果指標 実績値平成２７年度より在園児を対象とした一時預かり事業（幼稚園型）を開始した。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 本事業の機能及び利用者の形態を把握し、保護者のニーズ、子育てのしやすい環境整備をする。 間接 利用人数 人 3,108 4,500

   ３年後 本事業の機能及び利用者の形態を把握し、保護者のニーズ、子育てのしやすい環境整備をする。 間接 利用人数 0 4,600

   最終(概ね５年後) 本事業の機能及び利用者の形態を把握し、保護者のニーズ、子育てのしやすい環境整備をする。 間接 利用人数 0 4,650

利用希望の増加への対応や利用しやすい情報提供の仕組みが必要となっている。今後の入園状況等を踏まえ事業拡大を研究する
(7)事業実施上の課題と対応 。また、一時預かり連絡会議の中で利用しやすい仕組みを検討していく。 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

一時預かり保育士賃金 6,914 一時預かり保育士賃金 6,914 一時預かり保育士賃金 6,914 一時預かり保育士賃金 6,914
私立保育園実施分 12,106 私立保育園実施分 12,106 私立保育園実施分 15,052 私立保育園実施分 15,052
認定こども園(幼稚園型)実施分 348 認定こども園(幼稚園型)実施分 1,787 認定こども園(幼稚園型)実施分 1,787 認定こども園(幼稚園型)実施分 1,787

＊ ななほ保育園、ミルキーホーム天王台園 2,946

実施内容

(8)施行事項
費　　用

＊

予算(済)額 合　　計 19,368 合　　計 23,753 合　　計 23,753 合　　計 23,753
国庫支出金 補助率 33 ％ 5,087 補助率 33 ％ 6,139 補助率 33 ％ 6,139 補助率 33 ％ 6,139
県支出金 補助率 33 ％ 5,087 補助率 33 ％ 6,139 補助率 33 ％ 6,139 補助率 33 ％ 6,139
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 7,489 9,770 9,770 9,770

その他の財源 □特会 ■受益 □債務 □基金 ■その他 1,705 □特会 ■受益 □債務 □基金 ■その他 1,705 □特会 ■受益 □債務 □基金 ■その他 1,705 □特会 ■受益 □債務 □基金 ■その他 1,705
換算人数(人) 1.25 1.25 1.25 1.25
正職員人件費 11,000 11,000 11,000 11,000

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 6,914 6,914 6,914

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 30,368 34,753 34,753 34,753
(11)単位費用

5.52千円／人 7.72千円／人
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

保護者の就労形態の多様化により一時的に家庭での保育が困難となる機会が増えている。また核家族の進行や地域のつな ○①事前確認での想定どおり
がりの希薄化により育児疲れによる保護者の心理的・身体的な負担が大きくなっている。これらに対応するためは、保育 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 園において児童を一時的に預かり、保護者の負担を軽減する事業は必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
3,108 4,500 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 ■⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 34,753 △4,385
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△14.44

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 12.95

人 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 563 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 保育内容の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 一時預かり事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 1.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 34,753 千円 (うち人件費 11,000 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33102 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画・第５次健康福

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地域全体で子育てを支援する環境をつくるため、保育園・幼稚園・ＮＰＯなど子育て支援にかかわる団体と 多様化する社会環境の中で



児が3世代の交流を経験することが減っている中、高齢者福祉施設との相互交流
施策目的・

(2)目的 まえながら、保育サービスの質の向上を図ります。また、保育園が有する専門的なノウハウをいかし、地域 事業目的 や地域のお年寄りとの交流を通じて世代間のふれあい活動を行う。
展開方向

における子育て拠点として子育てをともに支える体制を整備します。
高齢者福祉施設（ケアプラザ寿、和楽園、アクイール、根戸デイサービス）への訪問、保育園に高齢者を招 高齢者福祉施設のお年寄りとの交流
待し、交流を行う。また、地域の高齢者や自治会を保育園行事に招待し園児との交流を図る。 ・寿保育園：ケアプラザ寿　・湖北台保育園：和楽園

当該年度 ・つくし野保育園：根戸デイサービスセンター
執行計画 地域の高齢者や近隣の自治会、老人会等との交流

(3)事業内容 内　　容

高齢者参加人数 想定値 490当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 高齢者施設との交流会を中心とした活動を通して、園児と高齢者のふれあいを推進する。 間接 高齢者参加人数 人 485 490

   ３年後 自治会のお年寄りなど地域の方とのふれあい活動も増やしていくことで、園児とお年寄りのふれあいを推進する。 間接 高齢者参加人数 人 0 495

   最終(概ね５年後) 地域のお年寄りと定期的にふれあい活動を実施し、世代間交流を推進する。 間接 高齢者参加人数 人 0 500

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

交流先と保育園との調整 0 交流先と保育園との調整 0 交流先と保育園との調整 0 交流先と保育園との調整 0
保育園地域活動事業 2,500 保育園地域活動事業 4,500 保育園地域活動事業 4,500
（私立保育園への補助金） （私立保育園への補助金） （私立保育園への補助金）

＊ 保育園地域活動事業
（私立保育園への補助金）

＊ 緑保育園 500
＊ 東あびこ保育園 500

実施内容 ＊ 天王台ななほ保育園 500
＊ ミルキーホーム天王台園 500

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 0 合　　計 4,500 合　　計 4,500 合　　計 4,500
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 4,500 4,500 4,500

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.2 0.2 0.2
正職員人件費 1,760 1,760 1,760 1,760

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 1,760 6,260 6,260 6,260
(11)単位費用

3.59千円／人 12.78千円／人
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

都市化や核家族化により子ども達が高齢者と交流する機会が減少している。このため、地域の高齢者とのふれあいを通じ ○①事前確認での想定どおり
て世代間の交流を図ることが必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 高齢者施設と連携し実施している。 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
485 490 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,260 △4,500
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△255.68

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 7.83

人 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 564 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 保育内容の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 世代間交流事業の促進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,260 千円 (うち人件費 1,760 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33103 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画・第5次健康福

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

待機児童ゼロを堅持するため、保育園や学童保育室など計画的に整備するとともに、多様な保育ニーズを踏 都市化、核家族化により園



伴う年度途中の需要に対応するために、条件整備を図り、保育を必要とす
施策目的・

(2)目的 まえながら、保育サービスの質の向上を図ります。また、保育園が有する専門的なノウハウをいかし、地域 事業目的 る乳幼児の福祉の向上を図ることを目的とする。
展開方向

における子育て拠点として子育てをともに支える体制を整備します。
産休育休取得者が円滑に職場復帰ができるよう出生前から入園申込を受付け、計画的に乳幼児が入園できる 〇　産休育休明け入園申込及び入園受理・予約園の通知（随時）
よう保育園と調整する。入園前に児童の精神的負担を軽減するため慣らし保育を実施する。私立保育園につ ・　年度内入園希望は随時、翌年度４月入園は３月上旬に通知。
いては、本事業の安定した運営のため補助金を交付する。 当該年度 〇　産休育休明け予約事業実施園と入園調整（通年）　
〇　産休明け保育 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・公立：寿、湖北台　私立：恵愛、慈紘、つばめ、禮和。
〇　育児休暇明け保育
・公立：市内全保育園　・私立：湖北、布佐宝、恵愛、慈紘、双葉、柏鳳、天王台双葉、川村学園女子大学 入園予約児童数(年） 想定値 100当該年度
附属、つばめ、禮和。　 単位 人

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 入園予約児童全てを職場復帰前にならし保育を実施し、全ての児童に対して入園を可能とする。 直接 入園予約児童数に対する入園実施割合 ％ 100 100

   ３年後 入園予約児童全てを職場復帰前にならし保育を実施し、全ての児童に対して入園を可能とする。 直接 入園予約児童数に対する入園実施割合 ％ 0 100

   最終(概ね５年後) 入園予約児童全てを職場復帰前にならし保育を実施し、全ての児童に対して入園を可能とする。 直接 入園予約児童数に対する入園実施割合 ％ 0 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

私立保育園運営費補助金 9,554 私立保育園運営費補助金 8,763 私立保育園運営費補助金 17,875 私立保育園運営費補助金 17,875
＊ 私立保育園運営費補助金
＊ 緑保育園 3,313
＊ 東あびこ保育園 1,123
＊ 天王台ななほ保育園 1,123
＊ ミルキーホーム天王台園 3,313

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 9,554 合　　計 17,635 合　　計 17,875 合　　計 17,875
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 9,554 17,635 17,875 17,875

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.4 0.4 0.4 0.4
正職員人件費 3,520 3,520 3,520 3,520

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 13,074 21,155 21,395 21,395
(11)単位費用

130.74千円／人 211.55千円／人
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

少子化の急速な進行による労働人口の減少は、社会経済に深刻な影響を与えている。このため、就労と出産・子育ての選 ○①事前確認での想定どおり
択構造を解消し、生活と仕事のバランスを実現することが不可欠となっている。また、企業等の育児休業制度が充実し、 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 産休・育休取得者が増え、年度途中入園希望も増加している。産休・育休明けの入園予約を受けることにより、円滑な職 ○要
   背景は？(事業の必要性) 場復帰、保護者の入園待機に対する不安軽減を図ることができることから本事業は必要である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 私立保育園が自主的に産休育休明け事業を実施している。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 21,155 △8,081
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△61.81

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.47

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 570 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 保育内容の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 産休・育休予約事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 21,155 千円 (うち人件費 3,520 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33103 重点４ ○有 ●無 (計画名) 第３次保健福祉総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

待機児童ゼロを堅持するため、保育園や学童保育室など計画的に整備するとともに、多様な保育ニーズを踏 産後休暇明けや育児休業明け等に



ニーズを踏 市内の私立保育園等及び所管区域外の保育園等での児童の保育の実施に係る最低基準を維持する費用につい
施策目的・

(2)目的 まえながら、保育サービスの質の向上を図ります。また、保育園が有する専門的なノウハウをいかし、地域 事業目的 て、国の定める保育単価にもとづき給付費（委託料）を支払う。
展開方向

における子育て拠点として子育てをともに支える体制を整備します。
児童福祉法第24条の規定により、市内の私立保育園・認定こども園（１５園）、市内の小規模保育事業所（ 〇毎月：私立保育園・認定こども園（１５園）、市内地域型保育事業（小規模保育事業所３か所）及び市外
３か所）及び市外の私立保育園、地域型保育事業者等に児童の保育を委託する。 の保育施設へ保育に要した費用（給付費）を公定価格に基づき支払う。
私立保育園については、児童の保育に要する費用について、国が定める児童一人当たりの単価（公定価格） 当該年度 〇３月
に基づき委託料を支払う。また、保育を提供する私立保育園と市との間で委託契約を締結する。 執行計画 ・　給付費（委託費）の清算。

(3)事業内容 内　　容 認定こども園及び地域型保育事業を実施する事業者に対しては、それぞれ施設型給付費及び地域型保育給付
費を支給する。

私立保育園等入園数（定員1767人） 想定値 1,767当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 保育を必要とする児童の入園申込に対し、民間保育園の協力を得て、全ての児童を入園可能とし、待機児童ゼロの維持を継続す 直接 保育を必要とする児童の申込に対する入園率 % 100 100
る。

   ３年後 保育を必要とする児童の入園申込に対し、民間保育園の協力を得て、全ての児童を入園可能とし、待機児童ゼロの維持を継続す 直接 保育を必要とする児童の申込に対する入園率 % 0 100
る。

   最終(概ね５年後) 保育を必要とする児童の入園申込に対し、民間保育園の協力を得て、全ての児童を入園可能とし、待機児童ゼロの維持を継続す 直接 保育を必要とする児童の申込に対する入園率 % 0 100
る。
低年齢児童の受け入れの推進。私立保育園の理解・協力を促す。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

委託料（私立保育園１４園及び管外） 1,387,118 私立保育園・所管区域外私立 1,372,682 市内私立保育園・所管区域外私立 1,920,120 市内私立保育園・所管区域外私立 2,035,078
委託料（管外公立保育園） 5,550 小規模保育事業（３か所） 92,649 小規模保育事業（３か所） 92,649 小規模保育事業（４か所） 147,649
地域型給付費（小規模保育事業） 55,081 認定こども園（布佐宝保育園） 72,902 認定こども園（布佐宝保育園） 72,902 認定こども園（布佐宝保育園） 72,902
保育手当 30 ＊ 緑保育園（民間移管） 169,559 ＊ 根戸保育園（民間移管） 114,958 （仮）認定こども園湖北白ばら幼稚園 88,000

＊ 東あびこ保育園（民間移管） 169,559 ＊ （仮）認定こども園湖北白ばら幼稚園 88,000 保育手当 30
私立保育園 ＊ （仮称）ななほ保育園 69,278 ＊ （仮称）新木・布佐小規模事業 55,000

＊ あびこ菜の花保育園 87,577 ＊ （仮称）ミルキーホーム天王台園 69,278 保育手当 30
実施内容 地域型保育給付費（小規模保育事業） 保育手当 30

＊ （仮称）我孫子さくらっこ保育園 23,196
(8)施行事項

費　　用 ＊ （仮称）あびこ若松保育園 55,081

予算(済)額 合　　計 1,613,633 合　　計 2,015,937 合　　計 2,343,659 合　　計 2,343,659
国庫支出金 補助率 50 ％ 476,625 補助率 50 ％ 607,459 補助率 50 ％ 710,962 補助率 50 ％ 710,962
県支出金 補助率 25 ％ 238,312 補助率 25 ％ 303,729 補助率 25 ％ 368,981 補助率 25 ％ 368,981
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 492,332 581,721 713,926 713,926

その他の財源 □特会 ■受益 □債務 □基金 □その他 406,364 □特会 ■受益 □債務 □基金 □その他 523,028 □特会 ■受益 □債務 □基金 □その他 549,790 □特会 ■受益 □債務 □基金 □その他 549,790
換算人数(人) 0.97 0.87 0.87 0.87
正職員人件費 8,536 7,656 7,656 7,656

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 1,622,169 2,023,593 2,351,315 2,351,315
(11)単位費用

1,318.84千円／人 1,145.21千円／人
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

児童福祉法において、市は、保護者の労働又は疾病等により児童の保育の必要がある場合、保育園において保育しなけれ ○①事前確認での想定どおり
ばならないと定められている。また、平成２７年４月１日に施行された子ども子育て支援法の施行により、幼児期の学校 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 教育、保育、地域の子ども子育て支援を総合的に推進していくこととなっている。このため、安定した保育を提供するた ○要
   背景は？(事業の必要性) め、児童の保育を市内外の私立保育園や市外公立保育園への委託、地域型保育事業を実施する小規模保育事業所への給付 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

する事業は必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
その他

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
その他

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,023,593 △401,424
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△24.75

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0

% 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 572 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 保育内容の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 私立保育園・管外保育園への保育実施委託 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２８年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.87 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,023,593 千円 (うち人件費 7,656 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33103 重点４ ○有 ●無 (計画名) 第３次保健福祉総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

待機児童ゼロを堅持するため、保育園や学童保育室など計画的に整備するとともに、多様な保育



市内の私立保育園事業の健全な運営を図るため児童福祉法第35条第4項の規定により千葉県知事の認可を受
施策目的・

(2)目的 まえながら、保育サービスの質の向上を図ります。また、保育園が有する専門的なノウハウをいかし、地域 事業目的 け設置された保育施設や小規模保育事業に対して補助金を交付する。
展開方向

における子育て拠点として子育てをともに支える体制を整備します。
〇　運営費等の補助金 ５月末：補助金交付申請書の提出（私立保育園等から市）。交付決定。
私立保育園・認定こども園(千葉県知事の認可を得て設置されている児童福祉法第39条第1項に規定する保育 ６月：第１回概算払い　１２月：第２回概算払い
施設)や小規模保育事業（市の認可を得て実施される事業）における通常保育事業及び延長保育事業等の事 当該年度 ３月：補助金変更交付申請書の提出（私立保育園等から市）。変更交付決定。
業の健全な運営を維持するとともに待機児童ゼロを継続するため、我孫子市特定教育・保育施設及び特定地 執行計画 ３月末：変更交付決定に伴う概算払い。補助事業完了確認。

(3)事業内容 内　　容 域型保育事業者補助金交付要綱に基づき補助する。 ４月：補助金実績報告書の提出（私立保育園等から市）。
〇　実費徴収補足給付事業補助金　 ５月：補助金交付額の確定・精算。
認定こども園や保育園等を利用している生活保護世帯等を対象として、教育・保育において使用する日用品 私立保育園等入園数（定員：1767人） 想定値 1,767当該年度
、文房具等に要する費用又は園の行事への参加に要する費用について、その全部又は一部を補助する。 単位 人

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 保育を必要とする児童の申込に対し、民間保育園の協力を得て、全ての児童を入園可能とし、待機児童ゼロを継続する。 直接 保育を必要とする児童の申込に対する入園率 % 100 100

   ３年後 保育を必要とする児童の申込に対し、民間保育園の協力を得て、全ての児童を入園可能とし、待機児童ゼロを継続する。 直接 保育を必要とする児童の申込に対する入園率 % 0 100

   最終(概ね５年後) 保育を必要とする児童の申込に対し、民間保育園の協力を得て、全ての児童を入園可能とし、待機児童ゼロを継続する。 直接 保育を必要とする児童の申込に対する入園率 % 0 100

国、県の動向や保育ニーズ、保育園の事業実施状況を踏まえ補助事業の見直しの検討が必要。定期的に私立保育園園長連絡協議
(7)事業実施上の課題と対応 会を開催し課題等について協議していることから同協議会の中で検討していく。 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

私立保育園等運営費補助金 269,492 私立保育園等運営費補助金 289,607 私立保育園等運営費補助金 409,695 私立保育園等運営費補助金 461,159
保育園１４園　小規模保育１か所 保育園１５園　小規模保育３か所 実費徴収補足給付事業補助金 275 実費徴収補足給付事業補助金 275
私立保育園 実費徴収補足給付事業補助金 275 ＊ （仮称）認定子ども園白ばら幼稚園 15,000

＊ あびこ菜の花保育園（宿舎借上含む） 29,052 ＊ 天王台ななほ保育園 18,562 ＊ （仮称）新木・布佐小規模保育事業所 8,000
小規模保育事業所 ＊ ミルキーホーム天王台園（宿舎借上含む 22,481 ＊ 根戸保育園（民間移管） 28,464

＊ あびこ若松保育園（宿舎借上含む）） 18,543 ＊ 聖華みどり保育園（民間移管）（宿舎借 31,521
＊ 我孫子さくらっ子保育園 7,726 ＊ 東あびこ聖華保育園（民間移管）（宿舎 24,039

実施内容 （宿舎借上含む） ＊ 保育士宿舎借上支援事業（６園分） 7,872
実費徴収補足給付事業補助金 780

(8)施行事項
費　　用

（９月補正）
＊ 保育業務支援システム導入経費 5,000
＊ 事故予防等のためのビデオカメラ 200

設置経費
＊ 保育体制強化事業 3,780

予算(済)額 合　　計 334,573 合　　計 394,357 合　　計 461,434 合　　計 461,434
国庫支出金 補助率 75 ％ 12,772 補助率 75 ％ 24,050 補助率 75 ％ 25,136 補助率 75 ％ 25,136
県支出金 補助率 0 ％ 30,571 補助率 0 ％ 43,713 補助率 0 ％ 48,074 補助率 0 ％ 48,074
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 291,230 326,594 388,224 388,224

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 ■その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.35 1.45 1.45 1.45
正職員人件費 11,880 12,760 12,760 12,760

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,000 2,000 0 0
臨時職員賃金額 1,901 1,901 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 346,453 407,117 474,194 474,194
(11)単位費用

281.67千円／人 230.4千円／人
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

子ども子育て支援制度の施行に伴い実施した市民ニーズ調査（平成２５年９月）の結果、母親の今後の就労意向を含めた ○①事前確認での想定どおり
保育需要量への対応、就労形態等の多様化による保育ニーズへの対応が求められている。このためには、私立保育園等に ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ おける一時保育事業・延長保育事業等の実施が不可欠であり、継続的に安定した運営を図るためには補助金交付が必要で ○要
   背景は？(事業の必要性) ある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
その他

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
その他

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 407,117 △60,664
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△17.51

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.02

% 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 573 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 保育内容の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 私立保育園運営費補助金交付事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２８年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 1.45 人）
(1)事業概要

(当　初) 407,117 千円 (うち人件費 12,760 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33103 重点４ ●有 ○無 (計画名) 第３次保健福祉総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

待機児童ゼロを堅持するため、保育園や学童保育室など計画的に整備するとともに、多様な保育ニーズを踏



る障害児及び統合保育対象児童の受入れによって、障害児と健常児のふれあいを通じて心身の発
施策目的・

(2)目的 まえながら、保育サービスの質の向上を図ります。また、保育園が有する専門的なノウハウをいかし、地域 事業目的 達を図る。
展開方向

における子育て拠点として子育てをともに支える体制を整備します。
心身に障害を有する児童で、保育に欠ける場合は、療育専門委員会を開き障害児の状態などを話し合い入園 障害児保育のための保育士研修を行い、集団保育が望ましい児童の障害児保育・統合保育を実施する。
の可否を判定する。集団保育が可能と判断された児童は、児童の状態と保護者の意向を取り入れ、保育園で
の保育を実施する。また、統合保育として、心身に障害を有する児童で、就学前の集団保育を経験すること 当該年度
が望ましい児童についても保育園での保育を実施する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

保育園利用可能者数 想定値 20当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 障害児保育のための保育士研修を行い、集団保育が望ましい入園児童の障害児保育・統合保育を実施する。 直接 入園児童数 人 16 20

   ３年後 障害児保育のための保育士研修を行い、集団保育が望ましい入園児童の障害児保育・統合保育を実施する。 直接 入園児童数 人 0 20

   最終(概ね５年後) 障害児保育のための保育士研修を行い、集団保育が望ましい入園児童の障害児保育・統合保育を実施する。 直接 入園児童数 人 0 20

障害児保育・統合保育を実施するための保育士の確保が困難になってきている。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

臨時職員賃金（障害児保育士） 32,264 臨時職員賃金（障害児保育士） 11,523 臨時職員賃金（障害児保育士） 11,523 臨時職員賃金（障害児保育士） 11,523
私立保育園運営費補助金 7,118 私立保育園運営費補助金 7,118 臨時職員賃金（統合保育士） 4,610 臨時職員賃金（統合保育士） 4,610

臨時職員賃金（統合保育士） 4,610 私立保育園運営費補助金 11,866 私立保育園運営費補助金 11,866
＊ 私立保育園運営費補助金（ミルキーホー 1,187
＊ 私立保育園運営費補助金（ななほ） 1,187
＊ 私立保育園運営費補助金（緑） 1,187
＊ 私立保育園運営費補助金（東あびこ） 1,187

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 39,382 合　　計 27,999 合　　計 27,999 合　　計 27,999
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 33 ％ 1,581 補助率 33 ％ 2,767 補助率 33 ％ 2,767 補助率 33 ％ 2,767
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 37,801 25,232 25,232 25,232

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.24 0.24 0.24 0.24
正職員人件費 2,112 2,112 2,112 2,112

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 23,047 23,047 23,047

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 41,494 30,111 30,111 30,111
(11)単位費用

2,074.7千円／人 1,505.55千円／人
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

心身に障害を持つ児童の子育ては、保護者の精神的負担もあり、保育ニーズが多い。また気になる子は、他の児童とふれ ○①事前確認での想定どおり
あう機会も少なく、気になる子を集団生活や地域のふれあいによって健やかに育むことが求められている。さらに、近年 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 、気になる子（障害児等）が増加傾向にある。このような状況に対応するためには、公立保育園における気になる子の保 ○要
   背景は？(事業の必要性) 育の提供、私立保育園における障害児保育の支援は必要である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
16 20 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 30,111 11,383
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

27.43

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.07

人 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 577 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 保育内容の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 障害児保育・統合保育事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２０年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.24 人）
(1)事業概要

(当　初) 30,111 千円 (うち人件費 2,112 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33103 重点４ ○有 ●無 (計画名) 第３次保健福祉総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

待機児童ゼロを堅持するため、保育園や学童保育室など計画的に整備するとともに、多様な保育ニーズを踏 保育に欠け



ため、保育園・幼稚園における放射線量の低減化を図る。
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治
保育園及び幼稚園において実施している空間放射線量の測定の結果、市が定めた放射線量低減策を実施する 全保育園及び幼稚園において、学期に一度の割合で空間放射線量の測定を実施。測定の結果、市が定めた基
ための基準（空間線量０．２３マイクロシーベルト/時）を超える場合に、園庭表土の削り取り、砂場の砂 準を超える場合は除染対策を実施する。また、保育園で提供する給食の安全を確保また確認するため、給食
の入替え、建物の洗浄等放射線量低減化対策を実施する。さらに、保育園が提供する給食の安全を確保また 当該年度 食材検査を定期的に実施する。
は確認するため、食材検査を実施する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

市が定めた基準を超える園の放射線低減化対策の実施率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 基準値を超える園の放射線低減化対策を実施する。 直接 基準値を超える園の放射線低減化対策実施率 ％ 100 100

   ３年後 － 0 0

   最終(概ね５年後) － 0 0

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 市立保育園給食検査食材購入費 144 ＊ 市立保育園給食検査食材購入費 96
＊ 市立保育園放射線量低減対策工事費 350
＊ 私立保育園放射線量低減対策工事費 350
＊ 幼稚園放射線量低減対策工事費 350

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 1,194 合　　計 96 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,194 96 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.19 0.24 0 0
正職員人件費 1,672 2,112 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 2,866 2,208 0 0
(11)単位費用

28.66千円／％ 22.08千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

福島第一原子力発電所の事故に伴う放射能汚染が市内に影響を及ぼしている。児童の健やかな成長を考えると、児童が受 ○①事前確認での想定どおり
ける放射線量を少しでも低減する必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
その他

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
その他

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,208 658
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

22.96

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 4.53

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 1899 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 保育園・幼稚園の放射能対策 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２８年度 ～ 平成２８年度 ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.24 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,208 千円 (うち人件費 2,112 千円）⑦事業費
総事業費 41,023 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を継続して行うとともに、 児童を放射線から守る



した「保育園運営委託計画の見直しについて」で決定した市立保育園の民営化の方
施策目的・

(2)目的 よう、提案型公共サービス民営化制度を活用しながら事業の委託化や民営化を進めるとともに、公の施設の 事業目的 針に基づき、民間委託及び民間移管をスムーズに実施する。
展開方向

管理運営にあたっては指定管理者制度の活用を進めます。また、事業の必要性や実施主体のあり方などにつ
公立保育園は、市の保育園運営委託化計画に基づき委託・民営化を進める。平成２０年度に緑保育園を委託 〇　根戸保育園引継ぎ保育：所長、主任保育士、保育士による引継ぎ期間４月～３月
化（公設民営）。平成２９年度に東あびこ保育園及び緑保育園の民営化。平成３０年度に根戸保育園を民営
化する。各園の民営化は、移管事業者の選考、引継保育期間を経て民間へ移管する。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

民間への移管進捗率 想定値 40当該年度
単位 %

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 東あびこ保育園の移管事業者の決定(２７年度） 直接 民間への移管進捗率 % 0 40

   ３年後 根戸保育園の移管事業者の決定（２８年度） 直接 民間への移管進捗率 % 0 80

   最終(概ね５年後) 緑保育園（平成２９年度）の民間移管実施、東あびこ保育園（平成２９年度）・根戸保育園（平成３０年度）の民間委託実施 直接 民間への移管実施率 % 0 100

緑保育園は、移管後の土地建物の取扱い、起債の償還が完了していない等の課題を整理し、移管手法を検討する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 根戸保育園移管事業者選考委員報酬 175 ＊ 根戸保育園引継ぎ保育委託料 9,897
＊ 根戸保育園移管事業者現地審査旅費 22
＊ 東あびこ保育園引継ぎ保育委託料 9,303
＊ 緑保育園建物登記手数料（１２月補正） 266

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 9,500 合　　計 9,897 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 9,500 9,897 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.38 0.53 0 0
正職員人件費 3,344 4,664 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 12,844 14,561 0 0
(11)単位費用

321.1千円／% 364.03千円／%
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市立保育園の運営委託は、業務見直し検討委員会や我孫子市公立保育園民営化検討委員会の報告、我孫子市行政改革市民 ○①事前確認での想定どおり
推進委員会の早期実施の結論等を受けている。限られた財源を最大限有効に活用し効率的かつ適正な財政運営を行うには ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 、１００％公費負担の市立保育園よりも国や県の運営費負担が受けられる私立保育園としての運営に切り替えることは有 ○要
   背景は？(事業の必要性) 効な手段である。また、民間保育園になることにより、民間独自の特色ある保育を実施することができるというメリット ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 移管事業者決定の際に、市民である保護者代表に選考委員と ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り して参加していただいている。 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
その他

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 40 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 14,561 △1,717
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△13.37

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.27

% 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 1940 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 市立保育園の民営化に向けての準備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 ■天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成２６年度 ～ 平成３０年度 ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.53 人）
(1)事業概要

(当　初) 14,561 千円 (うち人件費 4,664 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

行政や市民、ＮＰＯ、企業などの多様な主体が、市民ニーズに適合した質の高いサービスを提供していける 平成２３年１０月に策定



る団体と 若い世代の定住化促進事業の一環として子育て環境の更なる充実を図るため、不要となった子育て用品のリ
施策目的・

(2)目的 の連携を強化するとともに、各団体間の連携を促進します。また、父親の育児参加の促進や地域に根ざした 事業目的 サイクル（不要品の譲渡・交換）を行い、子育て世代の経済的負担の軽減を図るとともに、子育て世代間の
展開方向

子育て支援事業の充実、市民への啓発、子育てサークルなどによる自主的な活動の促進など、家庭で孤立し 交流を育むため、フリーマーケットを開催する。また地域団体との協働で「野鳥探索」・「史跡ガイド」に
「子育て交流フリーマーケット」を開催し、子育て世代を対象にフリーマーケットで不要となった子育て用 平成29年9月:イトーヨーカドー我孫子南口店で開催する「ママへのごほうびフェスタ」と一緒に「子育てフ
品等のリサイクルを行い、子育て世代間の交流や子育ての経済的負担の軽減を図る。また、地域全体で子育 リーマーケット」を開催
て交流に取り組むために、子育て中の親と子どもや子育てを支援する団体が集まり、遊びや情報提供などを 当該年度 平成29年11月:わくわく広場で「子育てフリーマーケット」を開催
通して自然とふれあいながら我孫子のまちの魅力を広げ、子育て世代の市外からの転入や定住化を促進する 執行計画

(3)事業内容 内　　容 。

利用者数 想定値 900当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 子育て中の親子の交流を図り、地域全体で子育て支援を促進し子育て世代の定住化を促進する。 間接 利用者数 人 0 900

   ３年後 子育て中の親子の交流を図り、地域全体で子育て支援を促進し子育て世代の定住化を促進する。 間接 利用者数 人 0 1,000

   最終(概ね５年後) 子育て中の親子の交流を図り、地域全体で子育て支援を促進し子育て世代の定住化を促進する。 間接 利用者数 人 0 1,100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 報償費 168 ＊ フリーマーケット会場使用料 76 ＊ フリーマーケット会場使用料 76 ＊ フリーマーケット会場使用料 76
＊ 消耗品費 19 ＊ 消耗品費 19 ＊ 消耗品費 19 ＊ 消耗品費 19
＊ 印刷製本 83

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 270 合　　計 95 合　　計 95 合　　計 95
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 240 83 83 83

その他の財源 □特会 ■受益 □債務 □基金 □その他 30 □特会 ■受益 □債務 □基金 □その他 12 □特会 ■受益 □債務 □基金 □その他 12 □特会 ■受益 □債務 □基金 □その他 12
換算人数(人) 0.3 0.3 0.3 0.3
正職員人件費 2,640 2,640 2,640 2,640

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 2,910 2,735 2,735 2,735
(11)単位費用

3.23千円／人 3.04千円／人
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

広い世代が子育て支援を通して交流を図り、地域全体で子育て支援に取り組み、遊びや情報提供などを通して自然とふれ ○①事前確認での想定どおり
あいながら我孫子のまちの魅力を広げていく。また、子育てフリーマーケットを通して子育て世代の交流を育み、子育て ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 世代の経済的負担の軽減を図り、子育て世代の市外からの転入や定住化を促進する。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 「子育て交流フリーマーケット」を開催し、出店者として子 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 育て中の親子に参加してもらう。 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 900 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 ■⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,735 175
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

6.01

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 32.91

人 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 2118 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 子育て環境の更なる充実 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 子育て交流フリーマーケット事業（定住化策検討プロジェクト） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２７年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,735 千円 (うち人件費 2,640 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33102 重点４ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地域全体で子育てを支援する環境をつくるため、保育園・幼稚園・ＮＰＯなど子育て支援にかかわ



安全かつ健やかに育つ質の高い保育環境の整備を実施する。
施策目的・

(2)目的 まえながら、保育サービスの質の向上を図ります。また、保育園が有する専門的なノウハウをいかし、地域 事業目的
展開方向

における子育て拠点として子育てをともに支える体制を整備します。
市立保育園は建設から築３６年以上経過しており、近年耐震補強や内部改修工事等を実施してきたが、園舎 寿保育園新築棟及び増築棟の外壁補修及び屋上防水工事実施設計を実施する。
外部において、老朽化により外壁のひびや防水の劣化から所々で雨漏りが生じている。園舎の延命化を図る
ために工事を実施していく。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

工事実施設計の進歩率 想定値 100当該年度
単位 　%

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 平成２９年度に園舎外壁補修・屋上防水工事の実施設計を完了する。 間接 工事実施設計の進歩率 % 0 100

   ３年後 平成３０年度に園舎外壁補修・屋上防水工事を完了する。 直接 工事及び工事実施設計の進歩率 % 0 100

   最終(概ね５年後) － 0 0

仮設足場の設置や施工方法の検討及び園児達の安全対策
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 寿保育園園舎外壁補修及び屋上防水 2,009 ＊ 寿保育園園舎外壁補修及び屋上防水 27,108
工事実施設計委託料 工事費

＊ 寿保育園園舎外壁補修及び屋上防水 1,560
工事監理委託料

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 0 合　　計 2,009 合　　計 28,668 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 80 ％ 22,900 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 9 5,768 0

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 ■基金 □その他 2,000 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.17 0.17 0
正職員人件費 0 1,496 1,496 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 0 3,505 30,164 0
(11)単位費用

0千円／＊＊ 35.05千円／　%
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

待機児童ゼロ及び質の高い保育環境を提供するためには、保育施設の整備は不可欠である。近年、私立保育園の改修や改 ○①事前確認での想定どおり
築により、公立保育園の施設の充実が求められている。また、子ども達が健やかに育つために安全でより良い保育環境の ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 整備が保護者からも強く求められている。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,505 ―
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

―

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 2.85

% 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 2204 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 市立保育園園舎外部改修事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成２９年度 ～ 平成３０年度 ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.17 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,505 千円 (うち人件費 1,496 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33103 重点４ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市保育園等整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

待機児童ゼロを堅持するため、保育園や学童保育室など計画的に整備するとともに、多様な保育ニーズを踏 子どもが



、保育を必要とする児童の保育を実施し、保育所保育指針に基づき児童の健全な育成
施策目的・

(2)目的 まえながら、保育サービスの質の向上を図ります。また、保育園が有する専門的なノウハウをいかし、地域 事業目的 を行う。
展開方向

における子育て拠点として子育てをともに支える体制を整備します。
市立保育園（つくし野・寿・東あびこ・湖北台）において保育を実施する。 ・通年：保育園の管理運営。支給認定事務、入園にかかる利用調整。
入園児童にかかる保育業務　(入園事務、保育料の決定・徴収、保育園の管理・運営・指導・保育・栄養・ 　　　　臨床心理士による巡回及び保護者に対する相談支援。
保健指導、一時的保育等)を行う。 当該年度
臨時職員や人材派遣を活用し保育を実施する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 臨床心理士による気になる子の早期発見、保護者に対する相談対応等を行う。

市立保育園入園数（定員６９０人） 想定値 690当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 保育を必要とする児童の入園申込に対し、全ての児童を入園可能とし、待機児童ゼロの維持を継続する。 直接 保育を必要とする児童の入園率 % 100 100

   ３年後 保育を必要とする児童の入園申込に対し、全ての児童を入園可能とし、待機児童ゼロの維持を継続する。 直接 保育を必要とする児童の入園率 % 0 100

   最終(概ね５年後) 保育を必要とする児童の入園申込に対し、全ての児童を入園可能とし、待機児童ゼロの維持を継続する。 直接 保育を必要とする児童の入園率 % 0 100

保育士の確保が難しい状況にある。このため、広報あびこやハローワークを活用し潜在保育士の発掘していく。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

保育園嘱託医他報酬費 16,948 報酬費 17,185 報酬費 17,185 報酬費 17,185
社会保険料等（共済費） 38,128 共済費 39,668 共済費 39,811 共済費 39,811
旅費 743 旅費 740 旅費 740 旅費 740
臨時職員賃金 257,900 賃金 235,720 賃金 240,750 賃金 240,750
消耗品等（需用費） 81,999 需用費 70,339 需用費 70,235 需用費 70,235
手数料等（役務費） 2,857 役務費 2,746 役務費 2,426 役務費 2,426
委託料 16,548 委託料 15,114 委託料 14,828 委託料 14,828

実施内容 使用料・賃借料 31,366 使用料及び賃貸料 15,821 使用料及び賃貸料 2,657 使用料及び賃貸料 2,657
原材料費 106 原材料費 85 原材料費 64 原材料費 64

(8)施行事項
費　　用 備品購入費 3,076 公課費 25 公課費 18 公課費 18

工事費 6,133 備品購入費 2,502 備品購入費 2,000 備品購入費 2,000
負担金補助及び交付金 459 工事請負費 4,568 工事請負費 3,500 工事請負費 3,500

＊ 車両購入（４台） 3,209 負担金補助及び交付金 443 負担金補助及び交付金 443 負担金補助及び交付金 443
＊ 燃料費（需用費） 169 ＊ 子育てワンストップサービス導入 0
＊ 使用料・賃借料 318 のためのシステム改修委託料
＊ 保険料等（役務費） 156 （マイナポータルへの対応）
＊ 重量税 27
＊ 給食管理システム備品購入費 1,379
＊ 給食管理栄養計算システム点検委託料 1,583

予算(済)額 合　　計 463,104 合　　計 404,956 合　　計 394,657 合　　計 394,657
国庫支出金 補助率 50 ％ 75 補助率 50 ％ 75 補助率 50 ％ 75 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 90 ％ 2,800 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 232,889 273,837 263,307 263,382

その他の財源 □特会 ■受益 □債務 □基金 □その他 227,340 □特会 ■受益 □債務 □基金 □その他 131,044 □特会 ■受益 □債務 □基金 □その他 131,275 □特会 ■受益 □債務 □基金 □その他 131,275
換算人数(人) 55.8 63.25 63.25 63.25
正職員人件費 491,040 556,600 556,600 556,600

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 16,077 17,185 17,185 17,185
臨時職員賃金額 267,886 259,093 259,093 259,093

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 954,144 961,556 951,257 951,257
(11)単位費用

1,382.82千円／人 1,393.56千円／人
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

年々、就学児前児童数は減少し、今後も減少していく状況にある。しかし、潜在的な保育ニーズを含めて増加する傾向に ○①事前確認での想定どおり
ある。このため、保育ニーズに確実に対応していくためには公立保育園の運営は必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 　園児の保護者が事業に参画している。 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 961,556 △7,412
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△0.78

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.01

% 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 567 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 保育内容の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 市立保育園運営事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 63.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 961,556 千円 (うち人件費 556,600 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33103 重点４ ○有 ●無 (計画名) 第３次保健福祉総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

待機児童ゼロを堅持するため、保育園や学童保育室など計画的に整備するとともに、多様な保育ニーズを踏 児童福祉法に規定する


